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全体方針 土地利用方針

◆まちづくりデジタル・トランスフォーメーションの推進

• 都市を巡る様々な課題に対応し、持続可能な都市を実現するために、デジタル技術を活用した
魅力ある地域づくりやまちづくりに関する情報のオープンデータ化などを検討します。

◆ウォーカブルなまちづくりの推進

• まちなかにおいて多様な人々が集い、交流することのできる空間を形成することで、都市の魅
力を向上させ、まちなかににぎわいを創出するために、居心地が良く歩きたくなる（ウォーカ
ブルな）まちづくりを推進します。

• 居心地が良く歩きたくなる（ウォーカブルな）まちづくりにより、空間創出に向けた官民一体
となった取組や、エリアマネジメントによる地域づくりに取り組みます。

政策推進・モデル地区 （現行計画P32～34、会議資料2 P8）

追記
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• 少子高齢化、災害の激甚化、Well-Being志向の高まり等、都市を巡る課題が複雑化、深刻化しています。
• 全国的にインターネットやIoT等を活用することで、豊かな生活、多様な暮らし方・働き方を支える人間中心のま

ちづくりが進んでいます。

背景

まちづくりデジタル・トランスフォーメーションの考えを追記

まちづくりデジタル・トランスフォーメーション

• 都市計画基礎調査等のオープンデータ化の推進、３Ｄ都市モデルの作成や活用、まちづくり団体によるエリマネ活動
の支援等の検討を想定しています。

デジタル技術を活
用した地域づくり

都市空間DX エリマネDX

オープンデータ化 3D都市モデル
の活用

エリアマネジメント
と官民データの連携

都市計画情報等の
オープンデータ化 データ整備の高度

化・効率化

まちづくりデジタル・トランスフォーメーション
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補足



• 居心地が良い「まちなか」に多様性を認めあうゆるやかなつながりやコミュニティを形成することが持続可能な
まちづくりを進めるうえで重要です。

• 多様な人々の出会い・交流を通じて新しい取組や人間中心の豊かな生活を実現することで、まちの魅力の向上・
様々な人材等を惹きつける都市が実現されます。

背景

ウォーカブルなまちづくりの考えを追記

ウォーカブルなまちづくり

• 公共空間（街路、公園、広場、民間空地等）をウォーカブルな人中心の空間へ転換・先導し、民間投資と連携しなが
ら「居心地が良く歩きたくなるまちなか」の形成をめざします。

【参考】国土交通省
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工業地のまちづくり

• 草加柿木産業団地では、外環環状道路へのアクセスの良さ、東埼玉道路に接しているという地
区のポテンシャルを活かし、工業地区として適正な土地利用を誘導するとともに、本市の新た
な産業活動の拠点として、周辺環境との調和のとれた良好な環境を有する産業団地の形成を図
ります。

◆グリーンインフラの推進

• 獨協大学前駅＜草加松原＞駅西側地域や草加柿木産業団地地区などは、良好な景観や自然環境
を有する資源を活かし、多様な効果をもたらすグリーンインフラを活用した、持続可能なまち
づくりをめざします。

（現行計画P37、会議資料2 P12）

自然環境と調和したまちづくり（現行計画P43、会議資料2 P18）

全体方針 土地利用方針 改定内容

4

◆草加柿木産業団地の方針

補足



• グリーンインフラとは、自然を社会資本整備やまちづくり等に取り入れ、課題解決の基盤として、その多様な機
能を持続的に活用するものです。

• SDGs（持続可能な開発目）の実現に向けた意識の高まりや自然豊かな環境で健康に暮らすことができる社会を求
める価値観の広がりが進む中、多様化する社会課題の解決策として全国的に取組が進んでいます。

背景

グリーンインフラの推進の考えを追記
• 公有地・民有地が一体となったみどり豊かな歩行空間や広場の形成、それらを活用した人々の憩いの場を創出するな

ど、人々のWell-beingの向上につなげます。
• 公園などを官民連携で様々な主体が活用することで、地域の魅力向上、にぎわい創出をめざします。

【参考】国土交通省
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グリーンインフラ



防災まちづくり方針

◆流域治水対策
• 国や県などの河川管理者や近隣自治体と連携して、氾濫をできるだけ防ぐ対策、被害対象を減少さ

せるための対策及び被害の軽減・早期復旧・復興のための対策について総合的・多層的に推進しま
す。

• 氾濫をできるだけ防ぐための対策として、河川・下水道における対策の強化や、流域における雨水
貯留対策を推進します。

水害につよいまちづくり（現行計画P53～54、会議資料2 P28）
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道路・交通体系方針

◆商店街での魅力ある歩行空間の整備

歩行空間の整備 （現行計画P64～65、会議資料2 P39）

• 駅前商店街などの沿道に店舗などが集積している路線については、安全で快適に買い物ができ
る歩行空間づくりや、歩道の路面のカラー化等による美装化などの居心地が良く歩きたくなる
まちなかの整備をめざします。
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◆幹線道路の整備（東埼玉道路）

道路の体系的な整備 （現行計画P61～63、会議資料2 P36）

• 東埼玉道路については、整備に向けた取組を進めるとともに、発生が懸念される交通渋滞の解
消に向けた対策について、国や県などと連携し検討します。



道路・交通体系方針
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◆地域内アクセス路線（コミュニティバスなど）の維持・再編成

• コミュニティバスの運行継続にあたっては、民間バス事業者への財政支援のほか、既存バス路
線と整合した運行計画の作成、試験運行による評価・検証・見直しを図り、事業者による自主
運行をめざします。

• 地域内アクセス路線の導入にあたっては、民間バス事業者への財政支援のほか、既存バス路線
と整合した運行計画の作成、試験運行による評価・検証・見直しを図り、事業者による自主運
行をめざします。 ↓

◆地域内アクセス路線（コミュニティバスなど）の維持・再編成

• 交通不便地域が解消されない地域では、通勤・通学のほか通院や買い物の利用を対象として、
コミュニティバスの運行継続やデマンド型交通などの新たな交通手段の導入など、地域内アク
セス路線の維持・再編に取り組みます。

公共交通網の充実 （現行計画P68～69、会議資料2 P43～44 ）

• 交通不便地域が解消されない地域では、通勤・通学のほか通院や買い物の利用を対象として、
住宅地や主要施設を結ぶため、既存バス路線の補完・連携を前提に、地域の特性に即してコ
ミュニティバスやデマンド型交通などの地域内アクセス路線の導入を検討します。

↓



• 地区内の拠点となる施設へ向かう主要な路線のユニバーサルデザインを推進するため、基本構
想の策定なども視野に入れ、歩道の段差解消などバリアフリー化を進め、高年者・障がい者・
子どもなどに配慮した安全対策に取り組みます。

道路・交通体系方針
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交通安全対策の推進（現行計画P71～73 、会議資料2 P47 ）

◆ユニバーサルデザインの推進

• 地区内の拠点となる施設へ向かう主要な路線のバリアフリー化などを進めるため、基本構想の
策定なども視野に入れ、歩道の段差解消などバリアフリー化を進め、高年者・障がい者・子ど
もなどに配慮した安全対策に取り組みます。

↓

◆新しい交通手段の検討
• 自家用車を持たない高年者などの外出機会の創出や移動手段の確保、また様々な世代における

交通手段の多様化による都市交通の利便増進を目的として、バスをダウンサイジングしたワゴ
ンタクシー、グリーンスローモビリティ等の新しい移動手段の導入可能性の検討やシェアサイ
クルの推進に取り組みます。

公共交通網の充実 （現行計画P68～69 、会議資料2 P44 ）



公園・緑地等整備方針

◆そうか公園の充実

• そうか公園をみどりの核と位置づけ、魅力的でにぎわいの創出をもたらす新たな拠点となるよ
う、スポーツ施設との一体的な利用や機能の充実に向けた整備に取り組むとともに、より効果
的な公園運営を検討します。

◆パークマネジメントによる公園の活性化
【改善に向けた具体的施策】

少子・高齢化や人口構造の変化を背景として、公園・広場に対するニーズも多様化していくこと
から、パークマネジメントの視点に立ち、子どもから高年者まで地域住民の幅広いニーズに対応し
た、誰もが快適に利用できる、地域に親しまれる公園づくりに取り組みます。また、超高齢社会に
対応し、高年者の交流の場や身近な健康づくりの場としての機能を公園等に追加することも検討し
ます。

公園等の整備・充実 （現行計画P77～78 、会議資料2 P53 ）

文言修正

• そうか公園をみどりの核と位置づけ、適正な維持管理や機能の充実を図り、市民の憩いの場と
しての活用に取り組みます。

↓
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公園・緑地等整備方針

• ワンストップ窓口等の相談業務において、農業者からの個別の相談に対応して必要となる各種
制度や農地に利活用に係る情報提供を行います。

◆都市農業の振興

地域特性にあったみどりの創出 （現行計画P79～80、会議資料2 P55 ）
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◆脱炭素社会の推進

• 埼玉県東南部地域５市１町「ゼロカーボンシティ」共同宣言に基づき、 エネルギー消費を最小
限に抑え、温室効果ガスの排出を抑制していくとともに、気候変動の影響に適応できる脱炭素
社会をめざします。

環境に配慮したまちづくり （現行計画P89～90、会議資料2 P66 ）

生活環境整備方針

• 気候変動適応策として気候変動による生態系や水質への影響を把握するモニタリング調査を実
施していくとともに、熱中症や感染症などの健康面での対策、自然災害などに対する安全面で
の対策等を推進します。

• 気候変動適応策として夏期に熱中症防止のため公共施設等で開設する「クールオアシスそう
か」や、光化学スモッグ注意報発令時における周知の迅速化などの健康安全面での対策、地表
面や屋上の緑化など、ヒートアイランド現象の緩和対策、浸水被害への対策等を推進します。

↓

文言修正
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生活環境整備方針
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健康・医療・福祉のまちづくり （現行計画P92～94、会議資料2 P69 ）

◆誰もが交流しやすいまちづくり

• 障がいのある人の自立と社会参加の促進などのノーマライゼーションの普及やユニバーサルデ
ザインの促進などの諸施策を行い、誰もが地域で安心して暮らせるまちづくりを進めます。

• ノーマライゼーションの普及や、障がいのある人の自立と社会参加の促進、バリアフリー化の
促進などの諸施策を行い、誰もが地域で安心して暮らせる障がい者福祉のまちづくりを進めま
す。

↓



住宅政策方針

◆空家等活用促進区域の指定

• 空家等活用促進区域の指定を検討するなど、空き家などの活用について取り組みます。

◆市営住宅等の集約・複合化

• 市営住宅等については、本来の役割である住宅セーフティネットの中核を担うことを念頭に、
適正な管理戸数の維持・確保を目指すとともに、より効率的で適正な管理運営を目指します。

安心して暮らせる住まいづくり（現行計画P99～101、会議資料2 P77 ）

既存住宅をいかした住まいづくり （現行計画P102～104、会議資料2 P79 ）

• 市営住宅等のあり方を検討する際には、それらの住宅に高年者福祉サービス施設や日常生活に
必要なサービス機能などの導入を検討します。

↓
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風景・にぎわいまちづくり方針

◆景観重点地区の追加
• 草加柿木産業団地地区の風景づくり

周辺環境と調和したみどりを中心とした工業地の景観形成を図ります。
• 新田駅東口地区の風景づくり

新田駅周辺の商業地としてのにぎわい誘導を図りながら、住環境と調和したまちなみ景観形成を
図ります。

• 獨協大学前<草加松原>駅西側地区の風景づくり
ゆとりある建築物の配置や色彩などを誘導し、公園やオープンスペースを活用した秩序ある良好
なまちなみ景観形成を図ります。

◆歩いて楽しいまちづくりと連動したにぎわいの振興
• 駅周辺の整備事業等と連動して、歩道や広場、案内板、休憩施設の整備などにより、時間消費

のできる、歩いて楽しめるウォーカブルなまちづくりを進めます。
• 新しい移動手段やシェアリングサービスなどの社会実験等の取組を活用し、市内の回遊性を高

め、滞在時間の向上を目指します。

草加らしさを形成する風景づくり （現行計画P112～114、会議資料2 P89 ）

にぎわいを創出する風景づくり （現行計画P115～116、会議資料2 P92 ）
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SGDsとの関連性について

• 持続可能なまちづくりに向けて、市民・事業者等と連携しながら住み続けられるまちづくりを軸と
しつつ、ＳＤＧｓの１７の目標に広く取り組んでいくことが求められています。

• 都市計画マスタープランに記載する各方針に関連するＳＤＧｓの１７の目標を記載します。

防災まちづくり方針

道路・交通体系方針

公園・緑地等整備方針

生活環境整備方針

住宅政策方針

風景・にぎわいまちづ
くり方針 16



開催目的
• 「まちづくりの基本となる計画 都市計画マスタープラン」の中間見直しに伴い、草加市のまちづくりの取り組みに対して市民の意見を伺

うため、市民懇談会及び地区別懇談会を開催しました。
• 地区別懇談会については、大きなインパクトのある都市基盤整備が進捗した地区を対象とすることとし、旧松原団地の建替え・再整備事業

が進捗した「草加安行地区」と、草加柿木地区産業団地（柿木フーズサイト）の整備が進捗した「草加川柳地区」の2地区を対象としました。

市民懇談会及び地区別懇談会の報告

参加者:21人

テーマ:歩きたくなるまちづくり

課題

土地利用  草加駅や獨協大学前駅周辺のランドマーク化

道路・交通
 車いす、ベビーカー、児童が安心して行動できる道づくり
 コミュニティバスやシェアサイクルで市内を移動できる環境づくり
 散歩したくなる環境整備（遊歩道、外灯、トイレ）

防災  地域全体の防災訓練や大学を巻き込んだ防災イベント
 公園を防災施設としても活用

公園・広場・
緑地

 公園を多様な年代の人が集まる場所にする取り組み
 そうか公園でのイベントの実施
 綾瀬川、辰井川、毛⾧川など魅力的な川沿いの景観を維持・活用
 農地を活用し、土を触る機会を提供する
 ベンチやテーブルの設置

風景・にぎわ
い

 寺院、神社、旧跡等歴史的な資源の有効活用
 日光街道のにぎわいづくり

生活環境
 地域をつなぐ場づくり（リノベーションまちづくり）
 まちづくりに参加しやすい環境づくり
 人のつながりを増やす活動、イベントの実施（清掃活動、大学生と

の交流）

住宅  空き家等のリノベーション

市民懇談会市民懇談会
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テーマ:多世代がつながるまちづくり

参加者:60人

ハード
整備

草加安行地区草加安行地区

＜市民の主な意見＞

①草加柿木地区産業団地地区の整備
②土地利用の検討

テーマ:幸福度を高めるまちづくり

参加者:15人

ハード
整備

草加川柳地区（市街化調整区域）草加川柳地区（市街化調整区域）

＜市民の主な意見＞

❷地区別懇談会

①獨協大学前＜草加松原＞駅西側 地域まちづくり
（松原団地建替）

今回懇談会の主な意見
土地利用 －
防災  地域全体の防災訓練や大学を巻き込んだ防災イベント

 公園等を防災施設としても活用
道路･交通  4号線によるまちの分断の解消（移動の円滑化）

 川口市の道路とのネットワーク確保
 狭隘な道路
 自転車道の整備
 花栗の交差点の改良
 高齢化率の高いエリアに移動手段がない
 伝右川沿いの遊歩道

公園･緑地  公園でのイベント開催
 子どもの農業体験
 伝右川沿いの遊歩道、オープンスペースの整備
 ベンチやテーブルの設置

生活環境  自治会活動の活性化（若い世代の参画）
 多様な人の交流を生む場づくり
 獨協大の施設を活用した地域と大学のつながり創出

住宅政策  空き家の利活用（シェアハウス、学生向け賃貸住宅）
風景･にぎわい  松原五丁目商店街の活性化

 伝右川のブランディング（桜並木、船遊び）
 歩行者天国イベント
 情報発信方法の工夫

今回懇談会の主な意見
土地利用 －
防災 －
道路･交通 －
公園･緑地  そうか公園でのイベント

 そうか公園と八条用水を一体的な活用
生活環境  地域の魅力を伝えるためのイベントや歴史の発信

 防犯対策強化
 自治会への入会促進
 ウォーキングイベントや室内スポーツ活動、地区の運動

会の開催
住宅政策  既存宅地や空き家の利活用
風景･にぎわい  地域の魅力を伝えるためのイベントや歴史の発信

 田んぼの時期以外の用水の活用

18

市民懇談会及び地区別懇談会の報告



まちづくりの基本となる計画
都市計画マスタープランの中間見直し

令和５年１２月
都市計画課

令和５年１２月６日（水）

都市計画マスタープラン外部検討委員会

当日資料２

～パブリックコメント（考え方）について～



パブリックコメント（考え方）について

• 都市計画マスタープラン中間見直しでは、パブリックコメントを２回開催し、幅広く市民
意見の収集に努めます。

• パブリックコメント①では、見直しの考え方や進捗報告について、パブリックコメント②
では改定素案について、それぞれ意見を募ります。

令和5年（2023年） 令和6年（2024年）

11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

外部検討委員会

パブリックコメント

素案
考え方
進捗報告
（R5.12までの内容）

1



パブリックコメント ～中間見直しの考え方～

2

現行計画の第１章から第３章について、基礎データの更新、社会情勢の変化や市民懇談会の意見を
踏まえた方針の修正等を行います。

①まちの変化を踏まえる
松原団地の建替えや草加柿木産業団地の整備など、まちの変化を踏まえた方針の修正を行います。

②まちづくりの新たなあり方を踏まえる
情報通信技術の発達・普及によるデジタル化の進展や脱炭素社会に対応するグリーンインフラの

推進、激甚化・頻発化する自然災害に対応するための流域治水対策など、まちづくりに求められる
新たなあり方を踏まえた方針の修正を行います。

③住民ニーズの変化を踏まえる
新型コロナウイルスの拡大を始めとした社会情勢の変化や松原団地の建て替えによる新規住民の

転入などにより、人々の生活様式や地域を構成する住民の変化などが変化していることから、人々
が求めるニーズの変化にも対応した方針の修正を行います。

1.都市計画マスタープラン見直しの方針



1.都市計画マスタープラン 各方針の見直しの考え

パブリックコメント ～中間見直しの考え方～

市街化調整区域の土地利用方針の見直し

第四次草加市総合振興計画基本構想
の改訂及び第三期基本計画の策定に
合わせて、文言の修正、内容の整理
を行います。

第１章の変更内容に応じて、関連のある
項目の修正の是非について検討します。
また、各戦略の進捗状況を確認し、必要
に応じて、文言の整理を行います。

現在検討を進めております、市街
化調整区域の土地利用検討を含め
た、市街化調整区域全体の方針に
ついて見直します。

方針に変化が生じる項目
時点修正が主となる項目

総合振興計画との整合

◆計画の内容（方針）に大きな変化
が生じる項目

各個別計画の新規策定及び改定に合わ
せて、内容の見直し、方針図、現況図
の更新、文言の整理を行います。

基礎データの更新、文言の整理
将来人口、将来世帯数等の基礎データ
の更新を行い、それに伴う文言の整理
を行います。

実現化戦略の検証を含めた文言の整理

◆図の更新や時点修正が主となる項目

内容の見直し、方針図の更新

地区別懇談会の開催

ハード整備が完了し空間的な変化が大
きいため、地区別懇談会を開催し、新
しくなった地区について意見の収集し、
反映を行います。

3



4

パブリックコメント ～第１章の見直しの考え方～

パブリックコメント（考え方の確認）では、次のように現行内容と変更内容が分かるように資料作成
を行います。

新たに追記する内容
や変更点をわかるよ
うに記載します。

現行計画の各方針の
要点を記載します。



第２章の修正イメージについて～基礎データの更新・文言の整理～
パブリックコメント ～第２章の見直しの考え方～

基礎データの更新を
行います。

データの修正に合わ
せて文言整理を行い
ます。

各地区別方針に記載しております、基礎データについて下記イメージのように数値修正を行い、ま
た、必要に応じて、第１章の全体方針の変更に関連する箇所について、文言整理を検討します。

5



第２章の修正イメージについて～基礎データの更新・文言の整理～
パブリックコメント ～第３章の見直しの考え方～

進捗が進んでいる事
業については、⾧期
から中期への変更を
検討します

事業の進捗に合わせて
文言整理を行います

短期、中期、⾧期で取り組むことの各事業の進捗を確認し、進捗に応じて各事業の位置づけの変更
の検討、文言の整理を行います。

6



• 主な制限として、麻雀屋、パチンコ屋などを禁止する用途の制限、建築物の外壁等及び屋
根の色彩は、草加市景観計画に沿ったものとするなどの色彩、意匠の制限があります。

地

区

整

備

計

画 

地

区

施

設

の 

配
置
及
び
規
模 

道路 

名称 幅員 延長 備考 

区9-1号線 9～15m 約203m  

区9-2号線 9m 約111m  

区6-2号線 6m 約74m  

区6-3号線 6m 約46m  

区6-5号線 6m 約116m  

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

地
区
の 

区 

分 

名称 
駅前地区 

(近隣商業地域) 

一般地区Ａ 

(近隣商業地域) 

一般地区Ｂ 

(第一種住居地域) 

面積 約2.0ha 約4.1ha 約0.2ha 

建 築 物 等 の 

用 途 の 制 限 
 

 次に掲げる建築物は建
築してはならない。 
 1 麻雀屋、パチンコ
屋、射的場、勝馬投票
券発売所、場外車券発
売所その他これらに類
するもの 

 2 倉庫業を営む倉庫 

 

建 築 物 の 

敷 地 面 積 の 

最 低 限 度 

100㎡ 

 ただし、次の各号のいずれかに該当するものについては、この限りでない。 
(1) 公衆便所、巡査派出所その他これらに類する公益上必要な建築物の敷地とし
て使用する土地。 

(2) 本地区計画の都市計画決定告示日以前から、現に建築物の敷地として使用さ
れている土地で当該規定に適合しないもの又は現に存する所有権その他の権利
に基づいて建築物の敷地として使用するならば、当該規定に適合しないことと
なる土地について、その全部を一の敷地として使用するもの。 

(3) 土地区画整理法(昭和29年法律第119号)の規定による仮換地の指定又は換地
処分を受けた土地で、当該規定に適合しないこととなる土地については、前号
の規定を準用する。 

建 築 物 等 の 

形態又は色彩 

その他の意匠の

制 限 

(1) 建築物の外壁等及び屋根の色彩は、原色を避け、草加市景観計画に沿ったも
のとする。 

(2) 屋上設置物及び工作物は、外部から直接見えにくい形態とする。 
(3) 屋外広告物は、埼玉県屋外広告物条例に沿って、周囲の環境・景観と調和し
たものとする。 

垣又はさくの 

構造の制限 

道路に面する側に設ける垣又はさくの構造は、原則として次の各号のいずれか
に掲げるものとし、美観を損ねるおそれのないものとする。ただし、公共公益上
やむを得ないもの、又は門柱及び門扉については、この限りではないが、美観を
損ねるおそれのないものとする。 
(1) 生垣 
(2) フェンスその他これに類する透視性のあるものとし、その全体の高さは、道
路面から 1.5ｍ以下とする。ただし、その基礎を構築する場合は、道路面から
0.6ｍ以下の高さとする。 

 

前回の質問の回答について
令和５年１２月６日（水）

都市計画マスタープラン外部検討委員会

参考資料１

1

①新田駅東口地区地区計画の制限について



2

34.1
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8.6

10.1

3.6

10.0

10.3

38.6

3.9

5.2

5.6

4.7

9.5

10.2

8.5

8.8

6.4

12.7

13.3

19.4

17.5

21.2

10.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

当該地区（H22)

当該地区(R3)

全市(R3)

田畑 山林・水面等 住宅 商業 工業 公共公益 道路 その他

出典：平成22年・令和３年都市計画基礎調査

草加川柳地区（市街化調整区域）の土地利用の変化

• 市街化調整区域の商業用地の増加について、農地からガソリンスタンドと中古自動車販売
所に転用されています。

農業から商業への転用地（市街化調整区域）

前回の質問の回答について

②市街化調整区域の土地利用の変化について

該当箇所



第１章　全体方針・分野別方針　修正箇所一覧

ページ数
（修正素案） 修正前 修正後

4

また、超高齢社会を迎えて今後ますます高年者が増加していくことや、人口減少、頻発する自然災害へ
の対応は、今後のまちづくりを行う際の出発点とするべき重要な課題となってきます。高年者が身近な
生活圏の中で買い物や、福祉サービス、医療などを受けながら生涯を豊かに暮らせるようなまち、子育
て世帯が住んでみたい・住み続けたいと思えるような安全安心で、落ち着いた住環境や子育て施設の
利便性の高い、魅力的なまちをつくっていくことは、今後のまちづくりを進める上で最優先のテーマと
なってきます。

また、超高齢社会を迎えて今後ますます高年者が増加していくことや、人口減少、頻発する自然災害へ
の対応は、今後のまちづくりを行う際の出発点とするべき重要な課題となってきます。高年者が身近な
生活圏の中で買い物や、福祉サービス、医療などを受けながら生活を豊かに暮らせるようなまち、子育
て世帯が住んでみたい・住み続けたいと思えるような安全安心で、落ち着いた住環境や子育て施設の
利便性の高い、魅力的なまちをつくっていくことは、今後のまちづくりを進める上で最優先のテーマと
なってきます。

4

また、自然環境の残された地域については、それらと調和したまちづくりを進めます。特に市街化調整
区域では、農地などの自然環境やみどり豊かな環境調和を保全するとともに、東埼玉道路沿道の柿木
地区北部の一団の土地については、まちの活性化や雇用の創出を図るため企業誘致を進めることな
ど、計画的な土地利用を位置づけていきます。

また、自然環境の残された地域について、特に市街化調整区域では、農地などの自然環境やみどり豊
かな周辺環境との調和をめざすとともに、東埼玉道路沿道の柿木地区北部の一団の土地については、
計画的な土地利用を位置づけていきます。

7
綾瀬川左岸広場南側公共用地については、市内の活性化や文化推進に資する土地活用ができるよう
に、今後のあり方について検討を進めます。

まつばら綾瀬川公園南側公共用地については、市内の活性化や文化推進に資する土地活用ができる
ように、今後のあり方について検討を進めます。

7 ④企業誘致推進地区 ④土地利用検討地区

8 スポーツを通じた健康づくり促進のために、スポーツ機能の立地をめざします。 スポーツを通じた健康づくり促進のために、そうか公園と連携したスポーツ機能の立地をめざします。

8
⑦ まちづくりデジタル・トランスフォーメーションの推進
・ 都市を巡る様々な課題に対応し、持続可能な都市を実現するために、デジタル技術を活用した魅力あ
る地域づくりやまちづくりに関する情報のオープンデータ化などを検討します。

8

⑧ ウォーカブルなまちづくりの推進
・ まちなかにおいて多様な人々が集い、交流することのできる空間を形成することで、都市の魅力を向
上させ、まちなかににぎわいを創出するために、居心地が良く歩きたくなる（ウォーカブルな）まちづくりを
推進します。
・ 居心地が良く歩きたくなる（ウォーカブルな）まちづくりにより、空間創出に向けた官民一体となった取
組や、エリアマネジメントによる地域づくりに取り組みます。

12
草加八潮工業団地や稲荷一丁目地区については、都市の持続可能性を維持するための安定した雇用
の場と活力維持のために、草加市の産業活動の中心として、住環境に配慮した産業を集積する拠点を
形成します。

草加八潮工業団地や稲荷一丁目地区、草加柿木産業団地については、都市の持続可能性を維持する
ための安定した雇用の場と活力維持のために、草加市の産業活動の中心として、住環境に配慮した産
業を集積する拠点を形成します。

12
・ 草加柿木産業団地では、外環状道路へのアクセスの良さ、東埼玉道路に接しているという地区のポテ
ンシャルを活かし、工業地区として適正な土地利用を誘導するとともに、本市の新たな産業活動の拠点
として、周辺環境との調和のとれた良好な環境を有する産業団地の形成を図ります。

16
・ 建替事業を進めている草加松原団地については、UR都市機構・獨協大学との協定に基づき、地区計
画などを活用し建物規模や地域の景観、日照などに配慮するとともに、多様な世代が共存できるよう利
便性の高い良質な住宅の供給や公共公益施設の整備など、計画的な住環境づくりを促進します。

・ 獨協大学前<草加松原>駅西側地区については、UR都市機構・獨協大学との協定に基づき、地区計
画などを活用し建物規模や地域の景観、日照などに配慮するとともに、多様な世代が共存できるよう利
便性の高い良質な住宅の供給や公共公益施設の整備など、計画的な住環境づくりを促進します。

1 ページ



17

・ 良好な住環境を促進するとともに、子どもから高年者までの誰にとっても必要な機能が身近な場所に
あり、また、子どもや高年者を見守り合うようなコミュニティが存在するといった生活環境を生み出すた
め、福祉、医療、子育て、教育など地域の生活価値を高める施設の立地・誘導を図るなど、本市の多世
代交流推進のモデル地区となるように建替事業を進めます。

・ 良好な住環境を促進するとともに、子どもから高年者までの誰にとっても必要な機能が身近な場所に
あり、また、子どもや高年者を見守り合うようなコミュニティが存在するといった生活環境を生み出すた
め、健康、福祉、医療、子育て、教育など地域の生活価値を高める施設を活用し、本市の多世代交流推
進の取組を進めます。

18
・ 獨協大学前駅＜草加松原＞駅西側地域や草加柿木産業団地地区などは、良好な景観や自然環境
を有する資源を活かし、多様な効果をもたらすグリーンインフラを活用した、持続可能なまちづくりをめざ
します。

18
・ 将来的な土地利用方針を明確化するとともに、残された田園風景については引き続き保全に取り組
みます。

・ 将来的な土地利用方針を明確化するとともに、残された田園風景と調和するまちづくりに取り組みま
す。

21
また、２０年の目標期間で、震災対策は草加市直下地震で震度６弱～６強程度（工学的基盤35kine）を
想定し、内水対策は平成５年～平成２７年の間の浸水被害、外水対策は利根川が決壊した場合を想定
して、対策を講じることとします。

また、２０年の目標期間で、震災対策は草加市直下地震で震度６弱～６強程度を想定し、内水対策は平
成５年～平成２７年の間の浸水被害、外水対策は利根川が決壊した場合を想定して、対策を講じること
とします。

22
・ 震度５強～震度６弱（工学的基盤30kine）までの地震であれば、地域防災計画に示すソフト面での対
応で、発生後の事後対応が十分可能と考えられますが、震度６弱～震度６強（工学的基盤35kine）の地
震が発生した場合は、地域防災計画の方針のみでは対応困難と考えられます。

・ 震度５強～震度６弱までの地震であれば、地域防災計画に示すソフト面での対応で、発生後の事後
対応が十分可能と考えられますが、震度６弱～震度６強の地震が発生した場合は、地域防災計画の方
針のみでは対応困難と考えられます。

22

　震度６弱～震度６強程度（工学的基盤35kine）の大きな地震が発生した場合は、建物倒壊被害やライ
フラインの遮断などにより、地域防災計画に示す応急対応・復旧の体制（ソフト面）が十分に機能しない
可能性があります。このため、震度６弱～震度６強程度の地震が起きても、個々の建築物やライフライ
ン等の強化により「震災による被害を震度５強～震度６弱（工学的基盤30kine）相当に抑える」ことを目
標にまちづくりを進めます。

　震度６弱～震度６強程度の大きな地震が発生した場合は、建物倒壊被害やライフラインの遮断などに
より、地域防災計画に示す応急対応・復旧の体制（ソフト面）が十分に機能しない可能性があります。こ
のため、震度６弱～震度６強程度の地震が起きても、個々の建築物やライフライン等の強化により「震
災による被害を震度５強～震度６弱相当に抑える」ことを目標にまちづくりを進めます。

25 コラム「カイン(kine)」とは？ -

28 ・ 地域防災計画に基づき、西側の高台（安行台地）へ避難するルートを周知します。 ・ ハザードマップに基づき、西側の高台（安行台地）へ避難するように周知します。

28 ・ 逃げ遅れた場合のために、高層で強固な建築物の位置を周知します。 ・ 夜間や大雨の場合は、近くの２階以上で強固な建物に避難するように周知します。

28

（ウ）流域治水対策
・ 国や県などの河川管理者や近隣自治体と連携して、氾濫をできるだけ防ぐ対策、被害対象を減少さ
せるための対策及び被害の軽減・早期復旧・復興のための対策について、総合的・多層的に推進しま
す。
・ 氾濫をできるだけ防ぐための対策として、河川・下水道における対策の強化や、流域における雨水貯
留対策を推進します。

30 ・ 防災拠点となる市役所本庁舎を建て替えます。 ・ 防災拠点となる草加消防署を建て替えます。

30 ・ 指定避難所となる小中学校などの公共施設の耐震化や長寿命化を推進します。
・ 指定避難所となる小中学校などの公共施設の耐震化や長寿命化を推進するとともに、栄中学校の建
替えを進めます。

31
・ 一定の面積のある公園・広場等の主要施設に臨時ヘリポート等を確保するなど、多様な救急搬送体
制の整備に取り組みます。

・ 一定の面積のある公園・広場等の主要施設に臨時ヘリポート等を確保するなど、多様な救急搬送体
制について関係機関と調整を行います。

34
・ 震度６弱～震度６強（工学的基盤35kine）の大震災時には6400世帯の市民が住家を失うと予想される
ため、被災時に必要となる応急仮設住宅の用地（約24ha）を、公園・広場や生産緑地などを活用して賄
うことを検討します。

・ 震度６弱～震度６強の大震災時には6400世帯の市民が住家を失うと予想されるため、被災時に必要
となる応急仮設住宅の用地（約24ha）を、公園・広場や生産緑地などを活用して賄うことを検討します。
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34
・ 本方針の目標とする震度６弱～震度６強（工学的基盤35kine）への対応能力をはるかに超える大震災
や利根川の決壊などによる壊滅的被害、複合的な被害をもたらす災害が発生した場合は、対応の優先
順位の選別を行うとともに、復興までの期間が長期化する可能性があることを周知していきます。

・ 本方針の目標とする震度６弱～震度６強への対応能力をはるかに超える大震災や利根川の決壊な
どによる壊滅的被害、複合的な被害をもたらす災害が発生した場合は、対応の優先順位の選別を行う
とともに、復興までの期間が長期化する可能性があることを周知していきます。

36
・ 東埼玉道路については、整備に向けた取組を進めるとともに、発生が懸念される交通渋滞の解消に
向けた対策について、国や県などと連携し検討します。

37
・ 南浦和越谷線、蒲生・柿木川戸線及び新田駅前旭町線の一部については、改めて必要性を精査する
とともに、県・関係自治体と調整を行い、事業着手や必要に応じた計画の見直しを検討します。

・ 南浦和越谷線、新田駅前旭町線の一部については、改めて必要性を精査するとともに、県・関係自治
体と調整を行い、事業着手や必要に応じた計画の見直しを検討します。

37 ・ 蒲生・柿木川戸線や浦和東京線については、県などの関係自治体と整備に向けた取組を進めます。

37 ・ 松原団地花栗線については、草加松原団地の建替事業にあわせて事業化を検討します。 ・ 松原団地花栗線については、関係機関と調整を行い、事業化を検討します。

39
・ 駅前商店街などの沿道に店舗などが集積している路線については、安全で快適に買い物ができる歩
行空間づくりや、歩道の路面のカラー化等による美装化などの整備をめざします。

・ 駅前商店街などの沿道に店舗などが集積している路線については、安全で快適に買い物ができる歩
行空間づくりや、歩道の路面のカラー化等による美装化などの居心地が良く歩きたくなるまちなかの整
備をめざします。

43

　公共交通は超高齢社会への対応として、必要不可欠な移動手段です。また、自動車利用からの転換
を進めることで道路渋滞の緩和、環境負荷の低減、健康づくりの推進や交通事故の抑制も図れます。こ
のため、身近にバス路線がない地域への対応や通院や買い物への利便性を高めるために、既存のバ
ス路線の再編やコミュニティバスの導入可能性を検討しながら交通不便地域の解消を進めていきます。

　公共交通は超高齢社会への対応として、必要不可欠な移動手段です。また、自動車利用からの転換
を進めることで道路渋滞の緩和、環境負荷の低減、健康づくりの推進や交通事故の抑制も図れます。こ
のため、身近にバス路線がない地域への対応や通院や買い物への利便性を高めるために、既存のバ
ス路線の再編の検討やコミュニティバスの運行継続に向けた取組を実施し、交通不便地域の解消を進
めていきます。

43 （イ）地域内アクセス路線（コミュニティバスなど）の導入 （イ）地域内アクセス路線（コミュニティバス・デマンド型交通など）の維持・再編成

43・44
・ 既存バス路線の見直しのみでは交通不便地域が解消されない地域では、通勤・通学のほか通院や
買い物の利用を対象として、住宅地や主要施設を結ぶため、既存バス路線の補完・連携を前提に、地
域の特性に即してコミュニティバスやデマンド型交通などの地域内アクセス路線の導入を検討します。

・ 既存バス路線の見直しのみでは交通不便地域が解消されない地域では、通勤・通学のほか通院や
買い物の利用を対象として、住宅地や主要施設を結ぶため、既存バス路線の補完・連携を前提に、地
域の特性に即してコミュニティバスの運行継続やデマンド型交通などの新たな交通手段の導入など、地
域内アクセス路線の維持・再編に取り組みます。

44
・ 地域内アクセス路線の導入にあたっては、民間バス事業者への財政支援のほか、既存バス路線と整
合した運行計画の作成、試験運行による評価・検証・見直しを図り、事業者による自主運行をめざしま
す。

・ コミュニティバスの運行継続にあたっては、民間バス事業者への財政支援のほか、既存バス路線と整
合した運行計画の作成、試験運行による評価・検証・見直しを図り、事業者による自主運行をめざしま
す。

44
・ 公共交通の利用拡充を図るため、バス停や駅ホームの環境改善とバリアフリー化に取り組みます。ま
た、駅ホームでは安全対策として、鉄道事業者と連携を図りながらホームドアの整備に向けた検討をし
ていきます。

・ 公共交通の利用拡充を図るため、バス停や駅ホームの環境改善とバリアフリー化に取り組みます。ま
た、駅ホームでは安全対策として、鉄道事業者と連携を図りながらホームドアの整備を実施します。

44

・ 自家用車を持たない高年者などの外出機会の創出や移動手段の確保、また様々な世代における交
通手段の多様化による都市交通の利便増進を目的として、バスをダウンサイジングしたワゴンタク
シー、グリーンスローモビリティ等の新しい移動手段の導入可能性の検討やシェアサイクルの推進に取
り組みます。

47

（ア）バリアフリー化
・ 地区内の拠点となる施設へ向かう主要な路線のバリアフリー化などを進めるため、基本構想の策定
なども視野に入れ、歩道の段差解消などバリアフリー化を進め、高年者・障がい者・子どもなどに配慮し
た安全対策に取り組みます。

（ア）バリアフリー化・ユニバーサルデザインの推進
・ 地区内の拠点となる施設へ向かう主要な路線のユニバーサルデザインを推進するため、基本構想の
策定なども視野に入れ、歩道の段差解消などバリアフリー化を進め、高年者・障がい者・子どもなどに
配慮した安全対策に取り組みます。

50
国指定名勝となった草加松原や綾瀬川、葛西用水沿いなどの桜並木、市民の憩いの場である綾瀬川
左岸広場・そうか公園などは、観光資源としても重要な役割を担っています。

国指定名勝となった草加松原や綾瀬川、葛西用水沿いなどの桜並木、市民の憩いの場であるまつばら
綾瀬川公園・そうか公園などは、観光資源としても重要な役割を担っています。
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51
・ 草加松原や札場河岸公園、綾瀬川左岸広場、そうか公園、治水緑地、松原近隣公園などを市民が憩
うみどりと水辺の交流拠点として位置づけ、適正な維持管理と機能の充実を図ります。

・ 草加松原や札場河岸公園、まつばら綾瀬川公園、そうか公園、治水緑地、松原近隣公園などを市民
が憩うみどりと水辺の交流拠点として位置づけ、適正な維持管理と機能の充実を図ります。

52
・ 草加松原や札場河岸公園、綾瀬川左岸広場、綾瀬川などの水辺の交流拠点は、にぎわい交流エリア
の重要な位置を占めることから、草加市文化会館や草加駅東側の旧町地区との連携に留意しながら、
にぎわいの創出や回遊性の向上などに取り組みます。

・ 草加松原や札場河岸公園、まつばら綾瀬川公園、綾瀬川などの水辺の交流拠点は、にぎわい交流エ
リアの重要な位置を占めることから、草加市文化会館や草加駅東側の旧町地区との連携に留意しなが
ら、にぎわいの創出や回遊性の向上などに取り組みます。

53

少子・高齢化や人口構造の変化を背景として、公園・広場に対するニーズも多様化していくことから、子
どもから高年者まで地域住民の幅広い意見に留意した、誰もが快適に利用できる、地域に親しまれる
公園づくりに取り組みます。また、超高齢社会に対応し、高年者の交流の場や身近な健康づくりの場と
しての機能を公園等に追加することも検討します。

少子・高齢化や人口構造の変化を背景として、公園・広場に対するニーズも多様化していくことから、
パークマネジメントの視点に立ち、子どもから高年者まで地域住民の幅広いニーズに対応した、誰もが
快適に利用できる、地域に親しまれる公園づくりに取り組みます。また、超高齢社会に対応し、高年者
の交流の場や身近な健康づくりの場としての機能を公園等に追加することも検討します。

53
・ そうか公園をみどりの核と位置づけ、適正な維持管理や機能の充実を図り、市民の憩いの場としての
活用に取り組みます。

・ そうか公園をみどりの核と位置づけ、魅力的でにぎわいの創出をもたらす新たな拠点となるよう、ス
ポーツ施設との一体的な利用や機能の充実に向けた整備に取り組むとともに、より効果的な公園運営
を検討します。

55
・ ワンストップ窓口等の相談業務において、農業者からの個別の相談に対応して必要となる各種制度
や農地に利活用に係る情報提供を行います。

56
　災害が発生した時に避難空間等として活用できる農地を予め登録し、「防災協力農地」として指定して
います。防災協力農地は、避難空間、仮設住宅建設用地、復旧用資材置き場等として活用することを想
定しています。平成２７年度末現在、市内で２５地区、約３haが登録されています。

　災害が発生した時に避難空間等として活用できる農地を予め登録し、「防災協力農地」として指定して
います。防災協力農地は、避難空間、仮設住宅建設用地、復旧用資材置き場等として活用することを想
定しています。令和５年度末現在、市内で２５地区、約２haが登録されています。

57
・ 草加松原や札場河岸公園、そうか公園など、歴史・文化と結びついた草加らしいみどりを、関係機関
の協力を得ながら内外に広く紹介します。

・ 草加松原やまつばら綾瀬川公園、そうか公園など、歴史・文化と結びついた草加らしいみどりを、関係
機関の協力を得ながら内外に広く紹介します。

61

　このため、コミュニティの力を創出（活性化）するために、ハード面としては歩いて行ける生活圏の中に
コミュニティの拠点づくりを進めます。また、ソフト面では、資金・人材・情報などの側面から支援を行いコ
ミュニティの形成を促し、交流や試み、取組みの場を与えることで参加の機会を増やして、さらに、新た
なプレイヤーが派生して新たなコミュニティを生み出していくことが可能となるような、持続可能なコミュニ
ティの創出を図っていきます。

　このため、コミュニティの力を創出（活性化）するために、ハード面としては歩いて行ける生活圏の中に
コミュニティの拠点づくりを進めます。また、ソフト面では、資金・人材・情報などの側面から支援を行いコ
ミュニティの形成を促し、交流を促す試み、取組みの場を与えることで参加の機会を増やして、さらに、
新たなプレイヤーが派生して新たなコミュニティを生み出していくことが可能となるような、持続可能なコ
ミュニティの創出を図っていきます。

65
・ 私たちの生活は自然環境だけでなく、ごみ問題、水質汚濁、騒音・振動などの生活環境、さらには
PM2.5や放射能による大気汚染などの地球規模の問題まで、様々な環境の影響を受けています。

・ 私たちの生活は自然環境だけでなく、ごみ問題、大気汚染、水質汚濁、騒音・振動などの生活環境、
さらには地球温暖化や生物多様性の喪失などの地球規模の問題まで、様々な環境の影響を受けてい
ます。

65
　私たちの生活は、ごみの増加や大気汚染、水質汚濁、騒音・振動、ヒートアイランド現象といった身近
なものから、地球温暖化による地球規模のものまで、様々な環境問題に直面しています。また、東日本
大震災以降の社会環境の変化や、新たな環境問題にも対応していく必要があります。

　私たちの生活は、ごみの増加や大気汚染、水質汚濁、騒音・振動、ヒートアイランド現象といった身近
なものから、地球温暖化による気候変動、エネルギー問題やプラスティックごみによる海洋汚染などの
地球規模のものまで、様々な環境課題に直面しています。また、東日本大震災以降の社会環境の変化
大きく変化していく社会経済情勢や、新たな環境課題にも対応していく必要があります。

66 ③ 低炭素社会の推進 ③ 脱炭素社会の推進

66
・ 自然エネルギーの有効活用及びエネルギーの面的利用等に向けた取組みを実施し、低炭素型まち
づくりを推進します。

・ 再生可能エネルギーの利用及び省エネルギー活動の促進等に向けた取組みを実施し、脱炭素型ま
ちづくりを推進します。

66
・ 気候変動適応策として夏期に熱中症防止のため公共施設等で開設する「クールオアシスそうか」や、
光化学スモッグ注意報発令時における周知の迅速化などの健康安全面での対策、地表面や屋上の緑
化など、ヒートアイランド現象の緩和対策、浸水被害への対策等を推進します。

・ 気候変動適応策として気候変動による生態系や水質への影響を把握するモニタリング調査を実施し
ていくとともに、熱中症や感染症などの健康面での対策、自然災害などに対する安全面での対策等を
推進します。
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66
・ 埼玉県東南部地域５市１町「ゼロカーボンシティ」共同宣言に基づき、エネルギー消費を最小限に抑
え、温室効果ガスの排出を抑制していくとともに、気候変動の影響に適応できる脱炭素社会をめざしま
す。

66
・ 生活環境を保全するため、法令等に基づく事業所・工場等への指導・許可、立ち入り検査の実施や、
騒音・振動の発生防止対策に取り組みます。

・ 生活環境を保全するため、法令等に基づく事業所・工場等への指導・許可、立ち入り検査の実施や、
騒音・振動などの公害の発生防止対策に取り組みます。

66
・ 子どもたちへの環境教育について、学校単位では身近な環境問題やエネルギー問題などに関する学
習を推進、地域では学校と連携した幅広い世代を対象とした環境教育・環境学習の活性化を図ります。

・ 子どもたちへの環境教育について、学校単位で身近な環境問題やエネルギー問題などに関する学習
を推進していくとともに、学校と地域が連携した幅広い世代を対象とした環境教育・環境学習の活性化
を図ります。

68

・ 誰もが住み慣れた地域で生涯を送れるように、医療・介護・福祉・買い物などの高年者を支える見守り
ネットワークなどのコミュニティの活力が必要です。
・ 交通網などを、高年者が気軽に健康づくりをできるような機能をもったものとしてデザインする・デザイ
ンしなおす必要があります。

・ 誰もが住み慣れた地域で健康的な生活を送れるように、医療・介護・福祉・買い物などのサービスが
身近な生活圏で受けられることが重要となっています。
・ また、高齢者が身近な人々とつながれる機会や高年者を支える見守りネットワークなどのコミュニティ
の活力が必要です。
・ 散策路や公園・広場、活動・交流拠点、交通網などを、高年者が気軽に健康づくりをできるような機能
をもったものとしてデザインする・デザインしなおす必要があります。

68
　超高齢社会を迎え、今後ますます高年者が増えていく時代にあっては、高年者の健康づくりによる介
護予防、高年者のための医療と福祉を出発点にしてまちづくりを考えることが必要です。

　超高齢社会を迎え、今後ますます高年者が増えていく時代にあっては、高年者の健康づくりや社会参
加による介護予防、高年者のための医療と福祉を出発点にしてまちづくりを考えることが必要です。

69
・ ノーマライゼーションの普及や、障がいのある人の自立と社会参加の促進、バリアフリー化の促進な
どの諸施策を行い、誰もが地域で安心して暮らせる障がい者福祉のまちづくりを進めます。

・ ノーマライゼーションの普及や、障がいのある人の自立と社会参加の促進、バリアフリー化やユニ
バーサルデザインの促進などの諸施策を行い、誰もが地域で安心して暮らせる障がい者福祉のまちづ
くりを進めます。

69

　団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年をめどに、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自
分らしい暮らしを、人生の最後まで続けることができるように、「住まい」・「医療」・「介護」・「予防」・「生活
支援」が一体的に提供されるようなケアシステムのこと。
　厚生労働省が全国的に進めていますが、市町村が地域の特性に応じて作り上げていく必要がありま
す。

　重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを、人生の最後まで続けることがで
きるように、「住まい」・「医療」・「介護」・「予防」・「生活支援」が一体的に提供されるようなケアシステム
のこと。
　団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を迎えることや、高年者人口がピークを迎える２０４０年を見
通した上で草加市の実情に応じた地域包括ケアシステムの構築が求められます。

72 ④ 子育て支援施設等の配置・誘導

④ 子育て支援施設等※の配置・誘導
※子育て支援施設等
○子育て支援施設
・子育て支援センター、つどいの広場、保育ステーション、児童館・児童センター等
○子どもの居場所
・放課後子ども教室、放課後児童クラブ（学童保育）、冒険遊び場、児童館・児童センタ－、図書館等

74
　人口減少社会や超高齢社会を迎え、ますます増加していく高年者が住み慣れた地域で生涯を送れる
ような住まいづくり、また、人口減少を抑制するために子育て世代にとって魅力的な住まいづくりが重要
となってきます。

　人口減少社会や超高齢社会を迎え、ますます増加していく高年者が住み慣れた地域で生活を送れる
ような住まいづくり、また、人口減少を抑制するために子育て世代にとって魅力的な住まいづくりが重要
となってきます。

77
・ 市営住宅等のあり方を検討する際には、それらの住宅に高年者福祉サービス施設や日常生活に必
要なサービス機能などの導入を検討します。

・ 市営住宅等については、本来の役割である住宅セーフティネットの中核を担うことを念頭に、適正な管
理戸数の維持・確保を目指すとともに、より効率的で適正な管理運営を目指します。

77
・ 草加松原団地の建替えとあわせて、子育て支援施設や高年者福祉サービス施設、日常生活に必要
なサービス機能などの導入を検討します。

79 ・ 空家等活用促進区域の指定を検討するなど、空き家などの活用について取り組みます。

82 ③ 低炭素社会を考慮した住まいづくり ③ 脱炭素社会を考慮した住まいづくり
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82
・ 樹木や植栽、風の力をいかしてエアコンなしで過ごすライフスタイルの提案や、エコ住宅や環境にやさ
しい住まい方などに関する情報や学習機会の提供により、環境にやさしいライフスタイルの普及を進め
ます。

・ 樹木や植栽、風などの自然の力を活用して過ごすライフスタイルの提案や、エコ住宅や環境にやさし
い住まい方などに関する情報や学習機会の提供により、環境にやさしいライフスタイルの普及を進めま
す。

86 （ウ）外環環状道路沿線地区 （ウ）外環状道路沿線地区

86
・ 獨協大学前＜草加松原＞駅東口周辺地区は、地域密着型の駅前商店街を中心に、にぎわいが感じ
られるまちなみ景観の形成を図ります。西口地区は景観推進地区として位置づけて、まちなみ風景の
形成を図ります。

・ 獨協大学前＜草加松原＞駅東口周辺地区は、地域密着型の駅前商店街を中心に、にぎわいが感じ
られるまちなみ景観の形成を図ります。西口地区は景観重点地区として位置づけて、まちなみ風景の
形成を図ります。

86
・ 新田駅周辺地区は景観推進地区として位置づけ、土地区画整理事業の進捗にあわせてまちなみ風
景の形成を図ります。

・ 新田駅東口地区は景観重点地区として位置づけ、土地区画整理事業の進捗にあわせてまちなみ風
景の形成を図ります。

89

(ウ)　草加柿木産業団地地区の風景づくり
・ 周辺環境との調和に配慮しながら、みどりを中心とした工業地の景観形成を図ります。
・ 周辺環境と調和する緑化やオープンスペースを積極的に作るなど、みどりに囲まれた景観づくりを図
り、広告物の表示内容は企業名、ロゴマーク等にとどめるなど、大きさやデザインの統一をめざします。

89

(エ)　新田駅東口地区の風景づくり
・ 新田駅周辺の商業地としてのにぎわい誘導を図りながら、住環境と調和したまちなみ景観形成を図り
ます。
・ 人を招き入れ、まちに回遊性を生み出す空間を設けるなど、行き交う人々が交流でき、憩うことのでき
るスペースを創出することをめざします。

89
(オ)　獨協大学前<草加松原>駅西側地区の風景づくり
・ ゆとりある建築物の配置や色彩などを誘導し、公園やオープンスペースを活用した秩序ある良好なま
ちなみ景観形成を図ります。

89
(ア)　企業誘致推進地区の風景づくり
・ 企業誘致推進地区では、地区計画を活用することにより、建築物の色彩や形態意匠などが自然環境
と調和のとれた景観の創出に取り組みます。

90

(イ)　 獨協大学前＜草加松原＞駅西側地区の風景づくり
・ 建替事業中の獨協大学前＜草加松原＞駅西側地区では、地区計画等の活用により秩序あるまちな
みの形成に取り組むととともに、公園や緑地等を適正に配置することで良好なまちなみ景観の創出に取
り組みます。

90
(ウ)　新田駅周辺地区の風景づくり
・ 新田駅周辺地区は、土地区画整理事業により形成される、地域に密着した商店街と住宅が調和した
まちなみ形成を誘導し、にぎわいと親しみのもてるまちなみ形成に取り組みます。

(ア)　新田駅西口地区の風景づくり
・ 新田駅西口地区は、土地区画整理事業により形成される、地域に密着した商店街と住宅が調和した
まちなみ形成を誘導し、にぎわいと親しみのもてるまちなみ形成に取り組みます。

90 (エ)　谷塚駅西口地区の風景づくり (イ)　谷塚駅西口地区の風景づくり

91
・ 獨協大学は、そこを会場にしてイベント・お祭りが開催されるなど貴重な観光資源であるとともに、そこ
に通う若い世代自らが観光の取組みの主体となる力があります。このため、大学と市内の観光関連団
体との連携を促進し、大学と協力して新たなにぎわいの創出を図ります。

・ 獨協大学は、そこを会場にしてイベントが開催されるなど貴重な地域資源であるとともに、そこに通う
若い世代自らがまちづくりの取組みの主体となる力があります。このため、大学と市または市内の団体
との連携を促進し、新たなにぎわいの創出を図ります。

92

③ 歩いて楽しいまちづくりと連動した観光の振興
・ 駅周辺の整備事業等と連動して、歩道や広場、案内板、休憩施設の整備などにより、時間消費のでき
る、歩いて楽しめるウォーカブルなまちづくりを進めます。
・ 新しい移動手段やシェアリングサービスなどの社会実験等の取組を活用し、市内の回遊性を高め、滞
在時間の向上を目指します。
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